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1. 平成30年2月期第1四半期の業績（平成29年3月1日～平成29年5月31日）

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年2月期第1四半期 6,615 ― △44 ― △44 ― △62 ―

29年2月期第1四半期 ― ― ― ― ― ― ― ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

30年2月期第1四半期 △1.22 ―

29年2月期第1四半期 ― ―

（注）平成29年２月期第１四半期は連結業績を開示しておりましたが、平成30年２月期第１四半期より非連結での業績を開示しております。そのため、平成
29年２月期第１四半期の経営成績（累計）及び対前年同四半期増減率については記載しておりません。

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年2月期第1四半期 8,344 2,386 28.4 45.26

29年2月期 7,942 2,354 29.4 46.22

（参考）自己資本 30年2月期第1四半期 2,372百万円 29年2月期 2,338百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年2月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

30年2月期 ―

30年2月期（予想） ― ― ― ―

（注）平成30年２月期の配当額は未定であります。

3. 平成30年 2月期の業績予想（平成29年 3月 1日～平成30年 2月28日）

平成30年２月期の業績予想につきましては、現在精査中であり、開示が可能となった時点で速やかに開示いたします。



※ 注記事項

(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、添付資料６ページ「２．四半期財務諸表及び主な注記（３）四半期財務諸表に関する注記事項（四半期財務諸表の作成に特有の会計処
理の適用）をご覧ください。

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年2月期1Q 52,640,000 株 29年2月期 52,640,000 株

② 期末自己株式数 30年2月期1Q 219,700 株 29年2月期 2,038,500 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 30年2月期1Q 51,214,357 株 29年2月期1Q 50,601,500 株

※四半期決算短信は四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

１．平成30年２月期の業績予想につきましては、「３．平成30年２月期の業績予想（平成29年３月１日～平成30年２月28日）」に記載のとおり、現在精査中で
あり、開示が可能となった時点で速やかに開示してまいります。

２．配当予想につきましては、経営環境に不確定要素が多いため、現段階では未定とさせていただきます。

３．当社は、当社の連結子会社でありました株式会社モ・ジールを吸収合併し、また、カードフレックスジャパン株式会社を前事業年度に清算したことによ
り、当第１四半期より非連結決算へ移行しております。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。なお、当社

は、前第１四半期累計期間においては四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は

行っておりません。

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益の回復や雇用環境の改善を背景に、緩やかな回復基調で推

移したもの、アジア新興国の景気の下振れリスク等、国際情勢における懸念事項も多く、先行き不透明な状況が継続

しております。 

このような経営環境の中で、当社グループが展開する当第１四半期累計期間の売上高は、マルチパッケージ販売事

業におきましては、新型ゲームハードを中心に有力タイトルが多かった新品ゲーム、及び前々期より本格導入を開始

した中古ホビーが前年同期を上回る水準で推移しましたが、新品・中古トレーディングカード（以下、「トレカ」と

いう。）において市場環境の変化による一時的な落ち込みが大きく、全体として前年同期を下回ることとなりまし

た。 

営業利益については、当期より取り組みを開始いたしました抜本的な事業構造改革により、販管費の削減を中心と

して利益面での改善が見られましたが、売上高の減収の影響を受け、損失を計上することとなりました。 

当社はそのような状況の中、前期より取り組んでおります事業構造改革に引き続き全社一丸となって取り組んでお

ります。加えて、平成29年５月19日に公表しました株式会社エーツーとの間で締結した資本業務提携に基づき、店舗

収益力を強化し、持続的成長及び企業価値の向上に資する施策を講じるためのプロジェクトを推進しております。 

以上の結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高66億１千５百万円、営業損失４千４百万円、経常損失４千４

百万円、四半期純損失６千２百万円となりました。 

 

（事業の概況）

当社は、古本市場を中核とするマルチパッケージ販売事業を中核としたビジネスモデルの成功体験から脱却でき

ず、主力商材の急激な市場縮小及び業容拡大を前提とした物流やシステム等の高コスト構造により、創業以来の変革

期に直面しております。その反省から、過去の成功商材に限らず新品とリユース品とを同時に扱うノウハウや100店

を超える集客力のある直営店舗の運営力といった蓄積された強みを最大限に生かした、事業戦略・収益構造の再構築

が急務と考え、以下の目標を掲げ、経営基盤の強化及び経営資源の再配分に向けた取り組みを推進しております。 

①構造改革による経費削減 

・店舗運営方針の見直しによるコストの適正化 

・本部体制の再編による組織運営の効率化 

・EC物流の再編による物流効率化 

②持続的な成長を可能とする収益力の強化 

・リサイクル商材の強化 

・経営資源の選択と集中（トレカに続く柱としてホビーの育成強化） 

・商材の卸売 

 

（当第１四半期累計期間の実施内容と成果） 

マルチパッケージ販売事業におきましては、上記の取り組みに沿って以下のような施策を実施しました。 

①構造改革による経費削減 

・店舗運営方針の見直しによるコストの適正化 

店舗運営においては、事業規模に合わせた商品移動頻度の抑制や、より一層の販促・告知手法の見直しによ

る経費削減、それらに伴う店舗業務見直しによる店舗業務量の効率化を進めております。 

・本部体制の再編による組織運営の効率化 

当社は平成29年５月26日付で、新しい経営陣の下、従前の組織を「店舗運営部」「商品部」「管理部」の３

部門に再編し、全社への利益貢献の最大化及び組織の集約による組織運営の効率化を推進しております。 

また、組織変更に合わせた本社・本部機能の移転を計画し、さらなる経費削減に努めてまいります。 

・EC物流の再編による物流効率化 

独自倉庫を閉鎖し、その機能をアウトソーシングすることにより物流の変動費化及び効率化を進めておりま

す。 
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②持続的な成長を可能とする収益力の強化 

・リサイクル商材の強化 

下降トレンドにある商材をカバーするべく、中古商材の買取を質、量ともに拡大強化し、売場管理の徹底を

実施しております。 

・経営資源の選択と集中（トレカに続く柱としてホビーの育成強化） 

ホビージャンク品の販売を強化し、店舗収益力の強化を進めております。 

また、トレカ専門店の認知度向上を目的として、当第１四半期においては９店舗を新規出店いたしました。 

・商材の卸売 

当第１四半期累計期間においては、前事業年度から12店舗増加しFC店52店舗への卸売を実施しております。 

 

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期会計期間末の総資産は83億４千４百万円となり、前期末と比較して４億１百万円増加いたしました。

これは主に商品在庫の増加によるものであります。負債合計は59億５千７百万円となり、前期末と比較して３億６千

９百万円増加いたしました。これは主に短期借入金の増加によるものであります。純資産は23億８千６百万円とな

り、前事業年度末と比べて３千２百万円増加いたしました。 

 

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成30年２月期の業績予想につきましては、現在精査中であり、開示が可能となった時点で速やかに開示いたしま

す。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

    （単位：千円） 

  前事業年度 
(平成29年２月28日) 

当第１四半期会計期間 
(平成29年５月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,296,106 1,467,569 

売掛金 308,175 263,332 

商品 3,600,438 3,861,785 

貯蔵品 19,304 20,154 

その他 304,579 323,788 

流動資産合計 5,528,604 5,936,629 

固定資産    

有形固定資産 766,222 755,608 

無形固定資産 173,010 176,629 

投資その他の資産    

差入保証金 1,178,520 1,186,512 

その他 296,135 288,729 

投資その他の資産合計 1,474,656 1,475,242 

固定資産合計 2,413,889 2,407,480 

資産合計 7,942,494 8,344,110 

負債の部    

流動負債    

買掛金 685,895 574,493 

短期借入金 － 800,000 

1年内返済予定の長期借入金 950,850 1,058,400 

未払法人税等 75,963 23,170 

賞与引当金 27,512 － 

ポイント引当金 143,316 122,539 

資産除去債務 75,807 85,577 

事業整理損失引当金 28,000 28,000 

その他 475,187 479,962 

流動負債合計 2,462,532 3,172,144 

固定負債    

長期借入金 2,050,586 1,704,536 

退職給付引当金 432,857 427,227 

資産除去債務 463,076 465,457 

その他 179,143 187,989 

固定負債合計 3,125,663 2,785,210 

負債合計 5,588,196 5,957,354 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,165,507 1,165,507 

資本剰余金 1,119,796 1,119,796 

利益剰余金 189,855 100,667 

自己株式 △141,897 △15,291 

株主資本合計 2,333,260 2,370,679 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 5,678 2,085 

評価・換算差額等合計 5,678 2,085 

新株予約権 15,358 13,991 

純資産合計 2,354,297 2,386,755 

負債純資産合計 7,942,494 8,344,110 
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（２）四半期損益計算書

（第１四半期累計期間）

  （単位：千円） 

 
 当第１四半期累計期間 
(自 平成29年３月１日 

 至 平成29年５月31日) 

売上高 6,615,081 

売上原価 4,855,557 

売上総利益 1,759,523 

販売費及び一般管理費 1,804,107 

営業損失（△） △44,583 

営業外収益  

受取利息 738 

受取配当金 1 

受取賃貸料 16,503 

その他 4,815 

営業外収益合計 22,058 

営業外費用  

支払利息 8,113 

不動産賃貸費用 13,666 

その他 267 

営業外費用合計 22,047 

経常損失（△） △44,571 

特別利益  

固定資産売却益 4 

新株予約権戻入益 1,802 

特別利益合計 1,806 

特別損失  

固定資産除却損 93 

店舗閉鎖損失 4,200 

特別損失合計 4,293 

税引前四半期純損失（△） △47,058 

法人税等 15,556 

四半期純損失（△） △62,615 
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当社は、平成29年４月13日開催の取締役会決議に基づき、第三者割当による自己株式1,818,800株の処分を行いま

した。この結果、当第１四半期累計期間において、自己株式が126,606千円減少し、当第１四半期会計期間末におい

て、自己株式が15,291千円となっております。

 

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効

税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１

四半期会計期間から適用しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期累計期間（自 平成29年３月１日 至 平成29年５月31日） 

前連結会計年度におけるカード事業からの撤退に伴い、マルチパッケージ販売事業の単一セグメントとなったた

め、記載を省略しております。 

 

（重要な後発事象）

（第三者割当による新株式の発行）

当社は平成29年６月13日開催の取締役会において、株式会社エーツーとの間で同社を割当先とする第三者割当に

よる新株式の発行を決議し、平成29年６月30日に払込みが完了しております。その概要は次の通りです。

 

（１）発行株式数及び種類            当社普通株式 1,852,000株

（２）発行価額                 １株につき金54円

（３）発行価額の総額              100,008,000円

（４）発行価額の総額のうち資本へ組入れる額   増加する資本金の額    50,004,000円

                        増加する資本準備金の額  50,004,000円

（５）募集方法                 第三者割当の方法による

（６）払込期日                 平成29年６月30日

（７）割当先及び割当株式数           株式会社エーツー           1,852,000株

                        本第三者割当増資後の所有議決権割合  3.41％

                        発行済株式数に対する所有割合     3.39％

（８）調達する資金の用途            事業構造改革の推進に係る店舗の出退店費用及び商品仕入

等の運転資金に充当いたします。
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３．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

当社は、前連結会計年度において、重要な営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上し、ま

た、当第１四半期累計期間においても、営業損失44百万円、経常損失44百万円、四半期純損失62百万円を計上してい

ることから、依然として継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 こうした状況を解消し、持続的な成長を図る上で事業基盤を強固にすることが必須と判断し、以下記載の通りの取

り組みを進め、当該状況の解消又は改善に努めることで、これらを解消又は改善できる見込みとなっております。 

①構造改革による経費削減の徹底 

・店舗運営方針の見直しによるコストの適正化 

店舗運営においては、事業規模に合わせた商品移動頻度の抑制や、より一層の販促・告知手法の見直しによ

る経費削減、それらに伴う店舗業務見直しによる店舗業務量の効率化を進めております。 

・本部体制の再編による組織運営の効率化 

当社は平成29年５月26日付で、新しい経営陣の下、従前の組織を「店舗運営部」「商品部」「管理部」の３

部門に再編し、全社への利益貢献の最大化及び組織の集約による組織運営の効率化を推進しております。 

また、組織変更に合わせた本社・本部機能の移転を計画し、さらなる経費削減に努めてまいります。 

・EC物流の再編による物流効率化 

独自倉庫を閉鎖し、その機能をアウトソーシングすることにより物流の変動費化及び効率化を進めておりま

す。 

②持続的な成長を可能とする収益力の強化の徹底 

・リサイクル商材の強化 

下降トレンドにある商材をカバーするべく、中古商材の買取を質、量ともに拡大強化し、売場管理の徹底を

実施しております。 

・経営資源の選択と集中（トレカに続く柱としてホビーの育成強化） 

ホビージャンク品の販売を強化し、店舗収益力の強化を進めております。 

加えて、平成29年５月19日に公表しました株式会社エーツーとの間で締結した資本業務提携に基づき、店舗収益

力を強化し、持続的成長及び企業価値の向上に資する施策を講じるためのプロジェクトを推進しております。 

 

以上、これらの施策を実施する前提で、当第１四半期会計期間末の資金残高の状況及び今後の資金繰りを検討した

結果、当面は事業活動の継続性に懸念はなく、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断

し、「継続企業の前提に関する注記」への記載を行っておりません。 
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